
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
長野県 山形村
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[122,452円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.7]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.50人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.9%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [22.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

山形村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　税財源に乏しく地方交付税に依存する財政構造となっているが、人口の増加（毎年100人位の増）や、
大型店の出店等により、ここ数年連続した伸びを見せており、指数0.41（平成11年度：0.31）となり、類似団
体平均を上回っている。
　税の徴収については、近年低下傾向（平成11年度比：2.5ポイント減）であるため、税の徴収強化等によ
る歳入の確保に努める。

【経常収支比率】
　類似団体平均及び長野県市町村平均を僅かに下回っているが、社会保障関係経費の増加や公営企業
への繰出金の増加等により、比率は高い水準で推移している。
　集中改革プランに掲げたとおり、新規採用職員の抑制による職員数の減、職員手当の見直し、地方債
の繰上償還による公債費の縮減など、義務的経費の削減に努めるとともに、事務事業の見直しを更に進
める。

【実質公債費比率】
　ここ数年の繰上償還により類似団体の平均を下回っているが、近年の保健福祉センター建設や一般廃
棄物最終処分場の建設、小学校の増築・改修に加え、なろう原公園・霊園整備事業などの償還が重なる
ため、平成22年度までは上昇する見込である。今後、地方債の新規発行を抑制に努めて、公営企業への
繰出金も含めたなかで、引き続き比率を抑える。

【将来負担比率】
　全国市町村平均、長野県市町村平均、類似団体平均を大きく下回っている。主な要因としては、地方債
の繰上償還のよる地方債残高の減や、普通交付税の増額に伴う標準財政規模の増等があげられる。
　今後も公債費等の義務的経費の削減を図り、財政の健全化に努める。

【ラスパイレス指数】
　給与体系、手当の見直しにより、ラスパイレス指数が類似団体平均を0.4ポイント下回り、全国町村平均
も0.9ポイント下回っている。
　今後も新規採用職員に対する特別昇給の廃止等を通じ、引き続き縮減に努める。

【人口1,000人当たり職員数】
　過去からの財政計画や、集中改革プランにより定員管理を進めてきた結果、類似団体平均を大きく下
回っている。
　全国市町村平均の水準に近づけるよう、目標として掲げる今後5年間で職員数4％（3人）の削減の達成
を目指す。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　人件費が類似団体と比べ大きく下回っているため、1人当たりの人件費、物件費等の決算額が低くなっ
ている。
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